
 

 

社会福祉法人 大牟田市社会福祉協議会事業の共催等に関する基本要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人 大牟田市社会福祉協議会（以下「本会」という。）が本会以外

のものと行う事業の共催並びに後援、協賛及び推薦（以下「共催等」という。）に関して必要な

事項を定める。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 （１）主 催       事業の企画、運営等を自らの責任において行うものをいう。 

 （２）共 催       事業の企画、運営等に参画し、共同主催者としての責任を明確にし、及び 

          分担するものをいう。 

 （３）後  援       事業の趣旨に賛同し、その開催に対して次の区分により援助を行うものを 

          いう。 

   ア 実質後援  補助金等の給付、機器等の貸与、料金等の減免等の経済的な支援、運営 

          上の人的支援その他支援を行うもの。 

   イ 名義後援  実質的な支援はないが、本会の名義を使用させ、後援の意思を表明するも 

          の。 

 （４）協賛・推薦  事業の趣旨に賛同し、本会の名義を使用させ、協賛又は推薦の意思を表明 

          するものをいう。 

 

（共催等の基準） 

第３条 本会が共催等をする事業の内容及び主催者は、次の各号に掲げる基準を満たすものでなけ 

 ればならない。 

 （１） 事業の内容（次の項目をすべて満たすものであること。） 

   ア 公共性が高く、地域福祉、市民の生活若しくは健康の向上、又は地域の経済若しくは文

化の振興に寄与するものであること。 

   イ 専ら営利を目的とするものでないこと。 

   ウ 原則として全市を対象として行われるものであること。 

   エ 政治的、宗教的中立性の阻害のおそれのないものであること。 

   オ 開催の場所には、災害防止、公衆衛生等について適正な措置が講じられていること。 

 （２）主催者（次の項目のいずれかに該当するもの） 

   ア 国及び地方公共団体 

   イ 地域福祉、市民の生活若しくは健康の向上、又は地域の経済若しくは文化の振興に関す

る各種団体等 

   ウ 報道関係 

   エ その他会長が特に認めるもの 

 



（申請書の提出） 

第４条 共催等を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、共催等申請書（様式第１号。 

 以下「申請者」という。）に事業の実施要領等会長が求める資料を添えて提出しなければならない。 

２ 前項の申請書は、共催等の決定を受けようとする日の２週間前までに会長に提出しなければな 

 らない。 

 

（共催等の決定） 

第５条 共催等は、原則として、会長が第３条の基準に照らして決定する。 

 

（共催等の通知） 

第６条 第４条による申請及び次条による再申請があった場合は共催等の可否について共催等決定 

 通知書（様式第２号）により申請者に通知する。 

 

（申請書の再提出） 

第７条 第４条の申請書の提出後又は前条による共催等の決定の通知を受けた後、事業内容及び当 

 該申請書の記載事項に変更を生じた場合は、すみやかに変更に基づく再申請をしなければならな 

 い。この場合においてその手続きのない場合は、その決定を取り消すことがある。 

  

（実施報告の提出） 

第８条 共催等の決定を受けたもの（次項において「決定者」という。）は、当該事業が終了した後 

 ３月以内に実施報告書（様式第３号）を提出しなければならない。ただし、会長がその必要がな 

 いと認める場合は、この限りでない。 

２ 決定者が前項の実施報告書を提出しなかった場合は、当該決定者の今後の事業の共催等は行わ 

 ないものとする。 

  

（事故処理等） 

第９条 共催等の申請にかかる受付その他の事務は、事務局において処理する。 

 

（要綱の制定） 

第１０条 事務局においてこの要綱によりがたい特殊な事項又は詳細な事項を定める必要がある場 

 合は、共催等に関する必要な事項について要綱を定めるものとする。 

 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 

 

 

    付 則 

 この要綱は、平成１９年９月１８日から施行する。 


